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企業が事業を進めていく中で、気候変動による影響への対応の重要性が高くなっています。このよ

うな中で、2020 年 12 月に環境省は「気候変動影響評価報告書」を公表しました。この報告書は、気

候変動による影響とその評価について、最新の科学的な知見の収集や分析をまとめたものです。この

中で、企業活動に関連する「産業・経済活動」の影響評価が充実してきており、その重大性、緊急

性、確信度の評価が高まってきたことが報告されました。 

今回のプロフェッショナルパートナーズレポートでは、「気候変動影響評価報告書」を企業への影響

の観点から紹介します。また、企業向けの気候変動コンサルティングを展開する日本気象協会が、企

業が気候変動による影響を評価する際に、この報告書をどのように活用できるかを読み解きます。 

 

Ⅰ．5 年ぶりの改訂。新しくなった「気候変動影響評価報告書」  

 

気候変動影響評価報告書は、気候変動適応法※1第 10条に基づいて 5年ごとに環境省が作成してい

ます。2015年に 1回目の報告書が作成され、今回、初めて改訂されました。このレポートでは、１回

目の報告書を「2015年報告書」といい、改定された報告書を「2020年報告書」と呼ぶこととします。 

 

気候変動影響評価報告書（総説）（2020年 12月、環境省） 

気候変動影響評価報告書（詳細）（2020年 12月、環境省） 

 

※気候変動影響評価報告書の公表について（環境省 報道発表資料） 

https://www.env.go.jp/press/108790.html 

 

この報告書は、地方公共団体だけでなく、企業が気候変動影響を把握し、適応策に活用することを

想定して作成されています。最新の科学的知見の分析結果をもとに、各分野の気候変動影響、観測結

果と将来予測、影響評価に関する今後の課題や、政府の取組などをまとめています。企業が、気象災

害や TCFD※2提言への対応などを背景として気候変動対策を推進する中で、その取り組みをさらに充

実させ、企業経営を左右する大変重要な情報が含まれています。 

 

 

Ⅱ．「特に重大な影響」が全体の 69％。「産業・経済活動」でも様々な影響 

 

■ 影響評価の手法 

気候変動影響評価報告書での影響評価は、中央環境審議会地球観測部会気候変動影響等小委員会及び

5つの分野別 WGでの議論とともに、1261件の文献などを参考に取り纏められました。2020年報告書で

参考にした文献数は、2015年報告書の約 2.5倍におよんでいます。また、評価手法は、「気候変動に関

 気候変動コンサルティングレポート Vol.4  

環境省「気候変動影響評価報告書」を 

企業の気候変動戦略に活用する 



する政府間パネル（IPCC）第 5次評価報告書」の主要なリスクの特定の考え方、英国の気候変動リスク

評価（CCRA: Climate Change Risk Assessment）などの諸外国の事例におけるリスク評価の考え方を参

考にしています。 

気候変動の影響評価は、表 1に示すとおり、民間企業の活動に関連する「産業・経済活動」などを含

む全 7分野 71項目と多岐にわたっています。7分野は、農業・林業・水産業、水環境・水資源、自然生

態系、自然災害・沿岸域、健康、産業・経済活動、国民生活・都市生活で、2020年報告書から「分野間

の影響の連鎖」についても評価されるようになりました。また、表 1に示すように、項目の細分化が行

われ、より詳細な情報が入手できるようになりました。  

 
表 1 分類・項目の分類体系 

分野 大項目 小項目 

農業・林業・水産業 農業 水稲 畜産 

野菜等 病害虫・雑草等 

果樹 農業生産基盤 

麦、大豆、飼料作物等 食料需給 

林業 木材生産（人工林等） 特用林産物（きのこ類等） 

水産業 回遊性魚介類（魚類等の生 

態） 

沿岸域・内水面漁場環境等 

増養殖業  

水環境・水資源 水環境 湖沼・ダム湖 沿岸域及び閉鎖性海域 

河川  

水資源 水供給（地表水） 水供給（地下水） 

自然生態系 陸域生態系 高山帯・亜高山帯 人工林 

自然林・二次林 野生鳥獣の影響 

里地・里山生態系 物質収支 

淡水生態系 湖沼 湿原 

河川  

沿岸生態系 亜熱帯 温帯・亜寒 

海洋生態系   

その他 生物季節 分布・個体群の変動 

生態系サービス   

自然災害・沿岸域 河川 洪水 内水 

沿岸 海面水位の上昇 海岸侵食 

高潮・高波  

山地 土石流・地すべり等  

その他 強風等  

複合的な災害影響   

健康 冬季の温暖化 冬季死亡率等  

暑熱 死亡リスク等 熱中症等 

感染症 水系・食品媒介性感染症 その他の感染症 

節足動物媒介感染症  

その他 温暖化と大気汚染の複合影

響 

その他の健康影響 

脆弱性が高い集団への影響  

（高齢者・小児・基礎疾患有

病 者等） 

 

産業・経済活動 製造業   

エネルギー エネルギー需給  

商業   

金融・保険   

観光業 レジャー  

建設業   

医療   

その他 海外影響 その他 

国民生活・ 都市生活 都市インフラ、ライフ

ライン等 

水道、交通等  

文化・歴史などを感じ

る暮らし 

生物季節、伝統行事・地場産

業 等 

 

その他 暑熱による生活への影響等  



分野間の影響の 連鎖 インフラ・ライフライン

の途絶に伴う影響 

  

※■は、今回、新たに追加されたもしくは細分化された大・小項目 

出典：気候変動影響評価報告書（2020 年 12 月、環境省）より整理 

 

 

これらの項目について、それぞれ、将来の気候変動による影響を「重大性」、「緊急性」、「確信度」に

より評価しています。3つの指標の定義の概要を表 2に示します。なお、「緊急性」を評価する尺度は、

影響の発現時期と適応の着手・重要な意思決定が必要な時期で評価しています。このうち影響の発現時

期は、2015年報告書と評価が異なっている点に注意が必要です。2015年報告書では、2030年頃までに

発現する可能性のある影響までを「緊急性は中程度」と評価していました。2020年報告書では、 21 世

紀半ばまでに発現する可能性のある影響も 「緊急性は中程度」と評価しており、「緊急性は中程度」と

評価される範囲が広くなっています。 

 

表 2 重大性、緊急性、確信度の定義の概要 

重大性 社会、経済、環境の各側面における影響の程度、可能性、不可逆性、持続的な脆弱性

または曝露。 

緊急性 影響の発現時期、適応の着手・重要な意思決定が必要な時期。 

確信度 研究・報告のタイプ、見解の一致度（IPCC 第 5 次評価報告書の確信度の考え方をあ

る程度準用）。 

出典：気候変動影響評価報告書（2020 年 12 月、環境省）より要約 

 

■ 評価結果の概要 

評価結果の概要を表 3に示します。全 7分野 71項目のうち、「特に重大な影響が認められる」と評価

された項目は 49 項目で、全体の 69％に達しています。「緊急性が高い」と評価された項目は 38 項目

（54％）です。重大性と緊急性がともに高いと評価された項目は 33 項目（46％）です。逆に、重大性

や緊急性の評価が低い項目の数は少ない結果となっています。重大性、緊急性、確信度がいずれも特に

高いと評価された項目を表 4に示します。 

これらの結果から、気候変動の影響は非常に広範な分野にわたっており、重大で緊急性が高くなって

いることがわかります。 

 

表 3 各分野の評価結果の概要 

 
出典：気候変動影響評価報告書の概要（第 22 回気候変動影響評価等小委員会資料より） 



 

表 4 重大性、緊急性、確信度がいずれも特に高いと評価された項目 

分野 項目 

農業・林業・水産業 水稲、果樹、病害虫・雑草等、農業生産基盤 

水環境・水資源 水供給（地表水） 

自然生態系 自然林・二次林、沿岸生態系（亜熱帯）、その他（分布・個体群の変動）、

生態系サービス（サンゴ礁による Eco-DRR 機能等） 

自然災害・沿岸域 洪水、内水、高潮・高波、土石流・地すべり等 

健康 暑熱（死亡リスク等、熱中症等） 

産業・経済活動 なし 

国民生活・都市生活 水道、交通等、暑熱による生活への影響 

出典：気候変動影響評価報告書（2020 年 12 月、環境省） 

 

■ 産業・経済活動への影響 

産業・経済活動では、11の小項目（製造業、食料品製造業、エネルギー、商業、小売業、金融・保険、

観光業、自然資源を活用したレジャー業、建設業、医療、その他）について評価されています（表 5）。

多くの業種で気候変動の影響が予測されていますが、「特に重大な影響が認められる」と評価されてい

るのは、食料品製造業、金融・保険、自然資源を活用したレジャー業、建設業です。一方、産業・経済

活動のほとんどの項目で、重大性、緊急性、確信度の評価が上がっていることは、注目すべきことです。 

なお、産業・経済活動に関しては研究事例が少なく、確信度など評価が十分でない可能性があり、更

なる研究・調査の推進が必要とされています。 

 

表 5 産業別の影響の一例 

分野 将来予測されている影響 

製造業 • 沿岸対策を取らなかった場合の東京湾周辺での多額の生産損失額 

• アパレル業界等への生産・販売過程、生産施設の立地等に及ぼす直接的、

物理的な影響 

食料品製造業 • 米菓品質への影響 

• 大麦供給量の減少によるビール生産への影響 

エネルギー • サービス業等の業務部門におけるエネルギー消費の増加 

• 夏季の冷房負荷の増加、冬季の暖房負荷の減少 

商業 • 商品の需要変化やサプライチェーンへの影響による調達リスク等商業活

動への影響 

小売業 • 季節性を有する製品の売上、販売計画への影響 

• 通年での飲料需要の増加 

金融・保険 • 資産の損害や気象の変化による経済コストの上昇 

• 保険損害や保険金支払額、再保険料等の増加 

観光業 • 夏季の観光快適度の低下 

• 春季や秋～冬季の観光快適度の上昇 

自然資源を活用

したレジャー業 

• スキー場等への来客数・営業利益の減少 

• 海岸部のレジャーへの影響 

建設業 • 関東地域の夏季における建築物の空調熱負荷の増加 

医療 • （具体的な研究事例は確認できていない。） 

その他 • エネルギーや農水産物の輸入価格の変動 

• 海外における企業の生産拠点への直接的・物理的な影響 

• 社会的に不安定な地域の増加による安全保障政策のリスク 

出典：気候変動影響評価報告書（2020 年 12 月、環境省）より要約 

 

産業・経済活動は、重大性、緊急性、確信度がいずれも特に高いと評価された項目はありませんでし

た。しかし、例えば、食料品製造業は、農産物を原料として扱っており、関連する「農業・林業・水産

業」の分野は、重大性、緊急性、確信度がいずれも特に高いと評価されています。この影響を表 6に整

理しました。このように、食料品製造業では、関連する農業で気候変動の影響を大きく受けるため、間

接的に自社の企業活動へも影響する可能性が高くなることがわかります。 



気候変動影響を調べるときには、自社の属する産業分野を調べるだけでなく、原料、自社施設の立地

場所、物流など企業活動のプロセスに関連する分野の影響についても把握しておくことが必要です。そ

こで、次の節では、複数分野が関連する食料品製造業を事例に、気候変動影響評価報告書の具体的な活

用例を整理していきます。 

 

表 6 農業・水産業・畜産業への影響の一例 

分野 将来予測されている影響 

農業 • 収量の減少（水稲、果菜類、暖地生産の大豆、茶など） 

• 高温リスクを受けやすいコメの割合の増加 

• ブドウの着色度の低下 

• ウンシュウミカンやリンゴの栽培適地の変化 

• 家畜の成長の低下 

• 害虫の発生量の増加や生息地の拡大 

水産業 • 日本周辺海域における、まぐろ類、マイワシ、ブリ、サンマの分布域の移動や拡大 

• さけ・ます類の生息域の減少 

• スルメイカの分布密度が低くなる海域の拡大 

• 一部の魚類及び貝類で生産不適海域の出現（養殖業） 

• コンブの生息域の大幅な北上 

• ノリ養殖での育苗開始時期の後退 

畜産業 • 乳用牛、肥育去勢豚、肉用鶏の成長が低下する地域の拡大、低下の程度の増大 

出典：気候変動影響評価報告書（2020 年 12 月、環境省）より抜粋 

 

 

Ⅲ．気候変動による影響を評価し、企業の気候変動戦略に生かす 

 

それでは、企業が自らの事業活動への気候変動の影響を評価する際に、気候変動影響評価報告書をど

のように活用できるでしょうか？企業の視点で報告書を読み解きます。 

頻発する極端な気象現象への対応や、TCFD 対応などを背景に、企業による気候変動の評価と取組が急

速に進んでいます。しかし、気候変動の企業活動への影響を評価する「気候変動予測情報」や「影響評

価結果」は国内外に数多く存在するため、いざ、検討を始めてみると、どの予測を用いるべきか、いつ

の評価を使うべきかなど、多くの疑問にぶつかります。このような中で、日本の気候変動影響に関する

科学的な知見を集約した「気候変動影響評価報告書」は、企業が気候変動影響を概観し、評価や対策を

検討する上で、重要な検討・判断材料になります。企業の気候変動影響の評価において、以下のような

観点から活用できます。 

 

① 事業活動全般への気候変動影響の整理と重要度の評価 

② 農作物等の適地の検討材料（リスクとチャンスの把握） 

③ 特定の活動への詳細な気候変動影響の把握 

 

ここでは、食料品製造企業を事例に、①と②について、この報告書の活用方法を整理しました。 

① 事業活動全般への気候変動影響の整理と重要度の評価 

まず、自社施設の稼働、物流、原料作物栽培などの事業活動のプロセスを挙げて、各プロセスへの「想

定される影響」を「気候変動影響評価報告書（詳細）」から表 7 の左欄のように整理します。これによ

って、事業活動全般への気候変動影響を概観することができます。次に、それぞれの「想定される影響」

の「重大性」、「緊急性」、「確信度」を、「気候変動影響評価報告書（詳細）」から抽出します。このよう

に整理することで、事業活動全般への気候変動影響を概観し、重要性が高く、さらに評価を深めるべき

プロセスを特定することができます。 

 

 

 



 

 

表 7 事業活動への気候変動影響の整理例（食料品製造企業） 

想定される影響 重大性 緊急性 確信度 

自社施設の稼

働 

大雨の増加に伴う洪水/内水氾濫、海面水位

上昇や台風等による高潮/高波による被害の

増大。（p.322〜p.344） 

● ● ● 

自社施設での

エネルギー消

費 

エネルギー需要全体ではそれほど大きな影

響はない、または減少。(p.330) ◆ ■ ▲ 

従業員の作業

環境 

夏季における熱ストレスの増大による熱中

症リスクの増大、労働生産性の低下等。
（p.334） 

● ● ● 

物流 大雨や台風による交通網の寸断。（p.333） ● ● ● 

原料作物栽培 コメ：品質低下、収量の減少。（p.298） ● ● ● 

野菜等：生育の早期化、栽培成立地域の北

上、サイズの減少、収量減少。（p.299） 
◆ ● ▲ 

果樹：リンゴやウンシュウミカンの適地の

北上。（p.300） 
● ● ● 

食料品製造業

全体 

農作物の品質悪化や災害によるサプライチ

ェーンへの影響を通じて、特に原材料調達

に対して影響を受けやすい。（p.329） 

● ▲ ▲ 

 
※表中の（ ）内は気候変動影響評価報告書（詳細）（2020 年 12 月、環境省）のページ番号 

 

② 農作物等の適地の検討材料（リスクとチャンスの把握） 

この報告書には、食料品製造企業にとって非常に重要な農作物への影響について、多くの重要な情 

報が記載されています。 

例えば、表 6に示した影響のうち、「農業分野（リンゴの栽培適地の変化）」について詳しく見てみま

しょう。 

リンゴの産地について、「気候変動影響評価報告書」では、つぎのように記載しています。 

 

リンゴについて、21世紀末になると東北地方や長野県の主産地の平野部（RCP8.5シナリオ）、東北地方

の中部・南部など主産県の一部の平野部（RCP2.6シナリオ）で適地よりも高温になることが予測されて

います。 

（気候変動影響評価報告書（詳細）28ページの Box（将来予測される影響）） 

 

ここで、RCPシナリオとは、代表濃度経路シナリオ（Representative Concentration Pathways）のこ 

とで、RCPに続く数値（ここでは 8.5や 2.6のこと）は、その値が大きいほど 2100年までの温室効果ガ 

ス排出が多いことを意味し、将来的な気温上昇量が大きくなることを示します。 

 

一方、北海道はリンゴの適地になることが予測されています。 

現在の農地で栽培を長期にわたって継続していく際には、「リスク」の検討材料の一つとして将来の

影響の程度を把握することができます。また、リンゴの栽培地を新たに検討する場合には、「チャンス」

の観点から、このような結果を一つの参考情報とすることができます。 

 

なお、この報告書の評価内容の活用においては、以下の点に留意する必要があります。 

・既存の文献からでは十分に評価できない性質・規模の影響が将来現れる可能性も皆無ではないこと。 

・予測に不確実性を伴うこと。 



・各分野における影響は必ずしも気候変動のみによって引き起こされるものではないこと。 

（「気候変動影響評価報告書」（総説）の 42ページより留意点を抜粋） 

 

これらに加えて、この報告書の評価における対象地域や気候シナリオが、自社の評価目的に合致して

いるかを確認することも重要です。 

 

 

Ⅳ．気象のプロだからできる、ニーズに応じた気候変動影響評価サービス 

 

気象災害の増加や TCFD提言対応などを背景として企業などでも気候変動対策が推進されている中で、

最新の気候変動影響を知ることができる「気候変動影響評価報告書」が改定されました。この最新の情

報を踏まえて自社の気候変動影響評価の見直しを図るなど、気候変動影響について一度整理してみては

いかがでしょうか。 

気候変動影響の整理において疑問が生じたり、さらに詳細な気候変動影響の調査・解析の必要性が生

じたりする場合には、気候変動コンサルティング実績が豊富な日本気象協会にご相談ください。それぞ

れのニーズに応じた詳細な気候変動影響評価で、企業の気候変動対策の取り組みを支援いたします。 

また、気候変動の現状・将来予測・影響評価などに関するセミナーや勉強会も対応しておりますので、

お気軽にご相談ください。 

 

[用語解説] 

※1 気候変動適応法：気候変動への適応の推進を目的として 2018年 12月 1日に施行された法律。適応

の総合的推進、情報基盤の整備、地域での適応の強化、適応の国際展開などを柱としている。 

※2 TCFD：G20の要請を受けて、金融安定理事会（FSB）により気候関連の情報開示及び金融機関の対応

方法を検討するため、設立された「気候関連財務情報開示タスクフォース（Task Force on Climate-

related Financial Disclosures）」の略称。 

 

 

下記のお問合せ先までお気軽にご相談ください。 
 

◆今回のプロフェッショナルパートナーズ・レポート執筆者 

 

 

 

 

 

一般財団法人 日本気象協会 

環境・エネルギー事業部 環境解析課 

小楠 智子（おぐす ともこ） 
東京大学大学院 新領域創成科学研究科  

サステイナビリティ学グローバルリーダー養成大学院プログラム 修士課程修了 

入社以来、気候変動の影響、適応策の調査等を担当している。 

◆◆◆お問い合わせ先◆◆◆ 

 

一般企業・自治体の方 

日本気象協会 環境・エネルギー事業部 

TEL：03-5958-8142 

MAIL : ke-eigyo_kankyo@jwa.or.jp 

 
当レポートは情報提供のみを目的として作成されたものであり、取引の勧誘を目的としたものではありません。本資料は、当社が

信頼できると判断した各種データに基づき作成されておりますが、その正確性、確実性を保証するものではありません。本資料の

ご利用に際しては、ご自身の判断にてなされますようお願い申し上げます。また、本資料に記載された内容は予告なしに変更され

ることもあります。本資料の全文または一部を転載・複製する際は著作権者の許諾が必要ですので、当社までご連絡ください。商品
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